
第4回 疾病・障害認定審査会  

一  議事次第 －  

○ 日 時  平成19年3月12日（月）11：00～12＝00  

○ 場 所 厚生労働省 省議室（中央合同庁舎第5号館・9階）  

○ 議 事  

1．開会  

2．委員紹介  

3．健康局長及び障害保健福祉部長からの挨拶  

4．会長選任及び会長代理の指名  

5．疾病一障害認定審査会の運営について  

6．各分科会の概要等について  

7．その他  

8．閉会  

○ 資 料  

1．疾病・障害認定審査会 委員名簿  

2．厚生労働省組織令、疾病・障害認定審査会令  

3．疾病・障害認定審査会運営規程  

4．疾病・障害認定審査会について  

5．感染症・予防接種審査分科会について  

（S．原子爆弾被爆者医療分科会について  

7．身体障害認定分科会について   
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疾病・障害認定審査会委員名簿  

分科会名   氏  名   所 属 ・ 役 職   

いいぬま まさお  
戸防接種審査分科会  飯沼 雅朗  社団法人 日本医師会常任理事  

しヽなまっ たかし  
稲松 孝思  東京都老人医療センター感染症科部長  

いわもと あいきち  
岩本 愛書  東京大学医科学研究所先端医療研究センター感染症分野教授  

おおさわ まきこ  
大澤真木子   東京女子医科大学小児科主任教授  

おかべ のぶひこ  

岡部 信彦  国立感染症研究所感染症情報センター長  

こが のぶこ 古賀 伸子   
横浜市青葉区福祉保健センター長  

さた てつたろう  
佐多徹太郎  国立感染症研究所感染病理部長  

ながいとしさぶろう 永井利三郎  大阪大学大学院医学系研究科保健学教授  

ももい まりこ  
桃井眞里子   自治医科大学教授   

いとうちかこ  
巨被爆者医療分科会  伊藤千賀子   グランドタワーメディカルコートライフケアクリニック所長  

ささきやすひと  
佐々木康人  国際医療福祉大学副学長  

たにぐち ひでき  
谷口 英樹  日本赤十字社長崎原爆病院第2外科部長  

ひらまつ けいいち  
平松 恵一   社団法人 広島市医師会長  

ふじわらさえこ  
藤原佐枝子  財団法人 放射線影響研究所臨床研究部長  

もとじ としこ  
泉二登志子  東京女子医科大学付属病院血液内科教授  

やましな あきら  
山科 章   東京医科大学病院副院長  

よねくら よしはる  
米倉 義晴  独立行政法人 放射線医学総合研究所理事長   

あかがわ やすまさ  
障害認定分科会  赤川 安正  広島大学大学院医歯薬学総合研究科教授  

いいのゆきこ  
飯野ゆき子  自治医科大学附属大宮医療センター耳鼻咽喉科教授  

おぐち よしひさ  
小口 芳久   慶庵義塾大学名誉教授  

さとうとくたろう  
佐藤徳太郎  国立身体障害者リハビリテーションセンター顧問  

はら  しげこ  

はらだ けんすけ  
原田 研介  日本大学医学部小児科学教授  

まちだ かずこ  
町田 和子  独立行政法人 国立病院機構束京病院呼吸器科医長  

まつしま 吉さひろ  
松島 正浩   東邦大学医療センター大橋病院泌尿器科教授  

やなぎさわのぶお  
柳澤 信夫   独立行政法人 労働者健康福祉機構関東労災病院長  

よしむら ようこ  
吉村 陽子  藤田保健衛生大学医学部形成外科学教授  
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○厚生労働省組織令（平成十二年政令第二百五十二号）  

第三節 審議会等   

（設置）  

第百三十二条 法律の規定により置かれる審議会等のほか、本省に、次の審議会等を置く。   

疾病・障害認定審査会   

援護審査会  

（疾病・障害認定審査会）  

第百三十三条 疾病・障害認定審査会は、予防接種法（昭和二十三年法律第六十八号）、   

検疫法（昭和二十六年法律第二百一号）、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平   

成六年法律第百十七号）及び感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律   

（平成十年法律第百十四号）の規定に基づきその権限に属させられた事項並びに身体障   

害者福祉法施行令（昭和二十五年政令第七十八号）の規定によりその権限に属された事   

項を処理する。  

2 前項に定めるもののほか、疾病・障害認定審査会に関し必要な事項については、疾痛  

・障害認定審査会令（平成十二年政令第二百八十七号）の定めるところによる。  

○疾病・障害認定審査会令（平成十二年政令第二百八十七号）   

内閣は、国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の規定に基づき、この  

政令を制定する。   

（組織）  

第一一条 疾病・障害認定審査会（以下「審査会」という。）は、委員三十人以内で組織す   

る。  

2 審査会に、特別の事項を審査させるため必要があるときは、臨時委員を置くことがで   

きる。  

3 審査会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことがで   

きる。   

（委員等の任命）  

第二条 委員及び臨時委員は、学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。  

2 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任   

命する。   

（委員の任期等）  

第三条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と   

する。  

2 委員は、再任されることができる。  

3 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する審査が終了したときは、解   

任されるものとする。  

4 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解   

任されるものとする。  
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5 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。   

（会長）  

第四条 審査会に会長を置き、委員の互選により選任する。  

2 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。  

3 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代王聾する。   

（分科会）  

第五条 審査会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、   

審査会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。  

名  称   所  掌  事  務   

感染症・予防接種審査分科会  予防接種法（昭和二十三年法律第六十八号）、検  

疫法（昭和二十六年法律第二百一号）及び感染症の  

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律  

（平成十年法律第百十四号）の規定に基づき審査会  

の権限に属させられた事項を処理すること。   

原子爆弾被爆者医療分科会   原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成  

六年法律第百十七号）の規定に基づき審査会の権限  

に属させられた事項を処理すること。   

身体障害認定分科会   身体障害者福祉法施行令（昭和二十五年政令第七  

十八号）の規定により審査会の権限に属させられた  

事項を処理すること。   

2 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、厚生労   

働大臣が指名する。  

3 分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。  

4 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。  

5 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は臨時委員のうちから分科   

会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。  

6 審査会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審査会の議決とすること   

ができる。  

（部会）  

第六条 審査会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。  

2 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会にあっ   

ては、分科会長）が指名する。  

3 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。  

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。  
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5 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちから部会長が   

あらかじめ指名する者が、その職務を代理する。  

6 審査会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、   

その定めるところにより、部会の議決をもって審査会の議決とすることができる。   

（議事）  

第七条 審査会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議   

を開き、議決することができない。  

2 審査会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席した者の過半数で   

決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。  

3 前二項の規定は、分科会及び部会の議事に準用する。   

（資料の提出等の要求）  

第八条 審査会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機   

関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。   

（庶務）  

第九条 審査会の庶務は、厚生労働省健康局総務課において総括し、及び処理する。ただ   

し、感染症・予防接種審査分科会に係るものについては厚生労働省健康局結核感染症課   

において、身体障害認定分科会に係るものについては厚生労働省社会・援護局障害保健   

福祉部企画課において処理する。   

（二雑則）  

第十条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審査会の運営に関し必要な事項   

は、会長が審査会に諮って定める。  

附 則   

この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平  

成十三年一月六日）から施行する。  

一③－   
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○ 疾病・障害認定審査会運営規程   

疾病・障害認定審査会令（平成十二牢政令第二百八十七号）第五条第六項、第六条第一  

項及び第六項並びに第十条の規定に基づき、この規程を制定する。   

（会議）  

第一条 疾病・障害認定審査会（以下「審査会」という。）は会長が招集する。  

2 会長は、審査会を招集しようとするときは、あらかじめ、期日、場所及び議題を委員   

並びに議事に関係のある臨時委員及び専門委員に通知するものとする。  

3 会長は、議長として審査会の議事を整理する。   

lこ諮問の付議）  

第二条 会長は、厚生労働大臣の諮問を受けたときは、当該諮問を分科会に付議すること   

ができる。   

（審査会の部会の設置）  

第三条 会長は必要があると認めるときは、審査会に諮って部会（分科会に置かれる部会   

を除く。次条において同じ。）を設置することができる。   

（分科会及び部会の議決）  

第四条 分科会及び部会の議決は、会長の同意を得て、審査会の議決とすることができる。   

（会議の公開）  

第五条 審査会の会議は、公開とする。ただし、公開することにより、当事者若しくは第   

三者の権利若しくは利益又は公共の利益を害するおそれがある場合には、会長は、会議   

を非公開とすることができる。  

2 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命じるなど必要な措置をと   

ることができる。   

（議事録）  

第六条 審査会における議事は、次の事項を含め、議事録に記載するものとする。   

－一  会議の日時及び場所   

二 出席した委員、臨時委員及び専門委員の氏名   

三 議事となった事項  

2 議事録は公開とする。ただし、公開することにより、当事者若しくは第三者の権利若   

しくは利益または公共の利益をを害するおそれがある場合には、会長は、議事録の全部   

または一部を非公開とすることができる。   

3 前項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とした場合には、会長は、非公開と   

した部分について議事要旨を作成し、これを公開するものとする。   

（分科会の部会の設置等）  

第七条 分科会長は、必要があると認めるときは、分科会に諮って部会を設置することが   

できる。   

2 分科会長は、第二条の規定による付議を受けたときは、当該付議事項を前項の部会に   

付議することができる。  

一1一   



（準用規定）  

第八条 第一条、第五条及び第六条の規定は、分科会及び部会に準用する。この場合にお   

いて、第一条、並びに第五条並びに第六条第二項及び第三項中「会長」とあるのは、分   

科会にあっては「分科会長」、部会にあっては「部会長」と、第一粂中「委員」とある   

のは、分科会にあっては「当該分科会に属する委員」、部会にあっては「当該部会に属   

する委員」と読み替えるものとする。   

（雑則）  

第九条 この規定に定めるもののほか、審査会、分科会又は部会の運営に関し必要な事項   

は、それぞれ会長、分科会長又は部会長が定める。  

①   
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○ 疾病・障害認定審査会について   

中央省庁再編に伴い、審議会機能の見直しが行われ、基本的な政策を審議する審議会  

とともに、法令による必要的付議事項等を審議するための審議会が設置されることにな  

った。本審査会は後者のうちのひとつ。   

予防接種法や原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律等の個別の法律又は政令に基  

づく疾病や障害の認定、感染症に係る不服申立について、専門的かつ個別的審議を行う。  

＜根拠＞ 厚生労働省組織令 第132条、第133条  
疾病・障害認定審査会令  

疾病・障害認定審査会（定数30名以内）  （事務局：健康局総務課）  

感染症・予防接種審査分科会   （事務局：健康局結核感染症課）  

→ 予防接種法（昭和23年法律第68号）第11条第2項の規定による予防接種   

による健康被害認定の審査   

→ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律   

第114号）第25条第6項等の規定による入院命令の審査請求に係る審査   

→ 検疫法（昭和26年法律第201号）第16条の2第6項の規定による隔離の   

審査請求に係る審査  

予防接種健康被害認定部会  

予防接種健康被害再審査部会  

原子爆弾被爆者医療分科会  （事務局：健康局総務課）  

→ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成6年法律第117号）第11条   

第2項の規定による原爆症認定の審査  

身体障害認定分科会  （事務局：障害保健福祉部企画課）  

→ 身体障害者福祉法施行令（昭和25年政令第78号）第5条第3項の規定によ   
る疑義のある障害の認定   
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感染症・予防接種審査分科会の概要について  

健康局柘核感染症課  

成種審査科会 
t疾竺二讐＿車重1 l軽率 

■ －■ ■ － 一 ■ ■－ ■■ ■ ■ ■ ■ －■・－ ■ －■ 一－ －－ 一－ － － ●－ － 一 一 － 一 一 ■一－ 一 一 － － －■一 － －一 － － －■－ － －－ － 一・－一 一一 一● 一 一 －－ － － －－ ●一 － － － － －■ 一 一 一 － － － － ■■■ －■ －■ ‾  

t感染症法等に基づく審査請求の裁決を行う場合  

（委員構成：委員10名、感染症関係臨時委員6名 計16名）   
（審議内容）  

1．感染症不服審査の審議  

入院患者の審査請求に関する審議（根拠：感染症法第25条）  
2．検疫法による隔離の不服審査  

隔離患者の審査請求に関する審議（根拠：検疫法第16条の2）  
■■ ■－ ■ － ■ －－■■一 ■ － ■ ■・－ －－－ ▼－ －－－ －■－ ←－ － －・－ －－－ － － － －－ －・－ －－ ■－ －－ －－ 一 一一 一■ 一 － ●一 －－－ －一 － －－ － － － － －■ －－ － － －▲ － － 一一 － －－ － － －▲ － ■一 － － ‾   

川 ■■ 一■ ■ － ■ ■ ■ － ■－ － －－ － － － － 一 一 － － － － －・－ － －－ －一 一 － ←－ － － －■－ － －・一 一 一・－ 一 一 － － ■一 －－ － 一 一 －－ － － － －－ ▲－ － － 一 － － －－ － ▲▲■▲ － － － ■▼ 一■ ■■ ■‾ ‾  

l  

；2．予防接種法に基づく認定を行う場合  

；（委員構成‥委員10名、予防接種関係臨時委員9名 計19名）  

予防接種健康被害認定部会  

l l  
l l  
l l  
】  1  
1  1  
1  1  
1  1  
1  1  
I t  
l l  
l l  

（委員構成：委員4名、予防接種関係臨時委員3名 計7名）  

（審議内容）  

1．予防接種と疾病■障害・死亡との因果関係に関する審議   

2．予防接種による健康被害（障害）の状態についての等級に関する審議  

（根拠：予防接種法第11条）  I  

l  

l  l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

t  

I  

1  

1  

1  

t  

l  

t  

l  

l  

l  

t  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

l‾ －  

1  

1  

1  

t  

1  

l  

予防接種健康被害再審査部会  

（委員構成：委員3名、予防接種関係臨時委員4名 計7名）  
：（審議内容）  

： 予防接種健康被害否定等に係る再審査（行政不服審査）請求に関する審議   

ミ （根拠＝行政不服審査法第5条）  

：（認定部会の否決事項等を再審査するため予防接種健康被害認定部会とは  

： 異なる構成とする）  
I ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－一一－－－－－－－－－  

I 

1  

」原子爆弾被爆者医療分科会：  
l l  

l  l  

一一一」身体障害認定分科会  
l  
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予防接種法に規定されている対象疾病  

［対象者・接種時期】  

（政 令事項）  
［対象疾病］  

（法律■政令事項）   

（法律事項）  

（定期）  

第1期：生後3月から生後90月未満  
第2期：11歳以上13歳未満  

ジフテ リア  

（定期）  

生後3月から生後90月未満  
百 日 せ き  

一 類疾病  

急性灰白髄炎  
（ポリ オ）  

（定期）  

生後3月から生後90月未満  

（定期）  

第1期：生後12月から生後24月未満  
第2期：5歳以上7歳未満であって、小   

学校就学の始期に達する日の1年前の   
日から当該始期に達する日の前日まで   

の間にある者  

麻  し  ん  

（定期）  

第1期：生後12月から生後24月未満  
第2期：5歳以上7歳未満であって、小   

学校就学の始期に達する日の1年前の   
日から当該始期に達する目の前日まで   
の問にある者  

風  し  ん  

（定期）  

第1期：生後6月から生後90月未満  
第2期：9歳以上13歳未満  

日 本 脳 炎  

（定期）  

第1期：生後3月から生後90月未満  
第2期：11歳以上13歳未満  

破 傷 風  

（政令事項）  

生物テロ等によりまん延の危険性が増大し  
た場合、臨時の予防接種として実施  
（現在は実施していない）  

痘 そ  う  

（法律事項）  

インフル工ンザ  （定期）  

①65歳以上の高齢者  
②60歳から65歳未満の慢性高度心腎・呼   

吸器穐能等不全者  

二類疾病  

※（結核予防法第13条 定期）   
対象者：生後6月未満（やむを得な  

い事情がある市町村は1歳まで）   

（結核予防法第14条 定期外）  

B C G  

＜結核予防法関係＞  

平成13年予防接種法改正により、インフルエンザをこ類疾病に追加。  
平成1∈i年予防接種法施行令改正により、痘そうを一類疾病に追加。  
平成17年4月から結核予防法の改正により、乳幼児へのツ反を廃止・直接BCG接種（生後6ケ月未満まで）  
の実施。  
平成17年予防接種法施行令改正により、日本脳炎の第3期接種の廃止。  
平成18年4月1日から予防接種法施行令改正に麻しん及び風しんの2回接種の導入D   



予防接種健康被害に対する救済措置の種類  

一類疾病  

車措置の種類   内  容   

予防接種を受けたことにより疾病にかかった場合において、当該治  

≡費・医療手当     療に要した貴用（健康保険などにより負担された額を控除した自己負  

担績）及び医療を受けた態様■日数に応じた手当が支給される。   

予防接種を受けたことにより障害の状態となった18歳未満の者を  

こ児養育年金     養育する者に支給される年金。  

障害の状態に応じて1級・2級に区分される。   

予防接種を受けたことにより陸軍の状態となった18歳以上の者に  

害 年 金     支給される年金。  

障害の程度に応じて1級～3級に区分される。   

亡 一 時 金   予防接種を受けたことにより死亡した場合において、一定の者（配  

偶者、子、父母など）に支給される一時金。   

祭   料   死亡した者の葬祭を行う者に対して支給される。   

二類疾病  

救済措置の種類   内  
容   

一類疾病に係る医療費及び医療手当に準じる。  

医療費・医療手当     ただし、その程度の医療とは、病院又は診療所への入院を要すると  

認められる程度の医療とする。   

予防接種を受けたことにより障害の状態にある者に対し支給される  

障 害 年 金     年金。障害の状態に応じて1級■2級に区分される。   

遺 族 年 金   予防接種を受けたことにより死亡した者が生計維持者の場合、そ  
の遺族に対して支給する。   

遺 族 一 時 金   予防接種を受けたことにより死亡した者が生計維持者でない場合、  

その遺族に対して支給する。   

葬   祭   料   一類疾病に係る葬祭料の額に準じる。。   
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障害年金 等級表  障害児養育年金 等級表  

障害の状態  障害の状態  

1．両眼の視力が0．02以下のもの  

2．両上肢の用を全く廃したもの  

3，両下肢の用を全く廃したもの  

1．両眼の視力の和が0，02以下のもの  

2．両耳の聴力が、耳殻に接して大声による話をしてもこれを解することができ   

ない程度のもの  

3．両上肢の機能に著しい障害を有するもの  

4．両下肢の用を全く廃したもの  

5．体幹の機能に座っていることができない程度の障害を有するもの  

6．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要   

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活の用を   

弁ずることを不能ならしめる程度のもの  

7．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの  

8．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、そ   

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの  

4．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長矧こわたる安静を必要  

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、労働することを  

不能ならしめ、かつ、常時の介護を必要とする程度のもの  

5．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの  

6．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、そ  

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの   

2 級  1．両眼の視力が0．04以下のもの  

2．一眼の視力が0．02以下で、かつ、他眼の視力が0・06以下のもの  

3．両耳の聴力が、耳殻に接して大声による話をしてもこれを解することができ  

ない程度のもの  

そしやく 4．唱噌又は言語の機能を廃したもの  

5．一上肢の用を全く廃したもの  

6．一下肢の用を全く廃したもの  

7．体幹の機能に高度の障害を有するもの  

8．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要  

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、労働が高度の制  

限を受けるか、又は労働に高度の制限を加えることを必要とする程度のもの  

9．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの  

10．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、そ  

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの   

3 級  1．両眼の視力が0．1以下のもの  

2．両耳の聴力が、40センチメートル以上では通常の話声を解することができな  

い程度のもの  

3．韻壷又は言語の機能に著しい障害を有するもの  

4．－上肢の機能に著しい障害を有するもの  

5．－下肢の機能に著しい障害を有するもの  

6．体幹の機能に著しい障害を有するもの  

7．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要  

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、労働が著しい制  

限を受けるか、又は労働に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの  

8．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの  

9．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重禎する場合であって、そ  

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの  

1．両眼の視力の和が0．08以下のもの  

2．両耳の聴力が、耳殻に接して大声による話をした場合においてのみこれを解   

することができる程度のもの  

3．平衡機能に著しい障害を有するもの  

そLやく 4．岨囁又は言語の機能に著しい障害を有するもの  

5．一上肢の機能に著しい障害を有するもの  

6．－下月支の機能に著しい障害を有するもの  

7．体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの  

8．前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要   

とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著し   

い制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度   

のもの  

9．精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの  

10．身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、そ   

の状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの  



給付区分別・ワクチン別認定状況（平成17年度及び平成18年度）  

平成19年2月末現在  

ワクチン   医療費・医療手当  障害児養育年金   障害年金   死亡一時金   遺族一時金   認定  否認   

MMR  口   0   

BCG   39  39   0   

ポリオ   2   2  2   2   

しん   6  5   

麻しん   5  5   2   

DT   5  2   3   

DPT   5  0   6   

日本脳炎   14   2   1  10   7   

インフルエンザ   10  2   口   12   

合  
計   86   4  5  1  2  6引  33   

（単位：件）   



感染症・予防接種審査分科会関連法規等について  

1．感染症法等に基づく審査請求の採決を行う場合  

○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114   

号）第25条第6項（同法第26条において準用する場合を含む。）の規定による入   

院命令の審査請求に係る審査  

感染症法第25条（審査請求の特例）  

1 第20条第2項若しくは第3項の規定により入院している患者であって当該入院   

の期間が30日を超えるもの又はその保護者は、同条第2項又は第3項に規定する   

入院の措置について文書又は口頭により、厚生労働大臣に審査請束（再審査請求を   

含む。以下この条において同じ。）をすることができる。  

2 厚生労働大臣は、前項の審査請求があったときは、当該審査請求があった日から   

起算して5日以内に、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。  

3 第20条第2項若しくは第3項の規定により入院している患者であって当該入院   

の期間が30日を超えないもの又はその保護者が、行政不服審査法（昭和37年法   

律第160号）に基づき厚生労働大臣に審査請求をしたときは、厚生労働大臣は、   

当該審査請求に係る入院している患者が同条第2項又は第3項の規定により入院し   

た日から起算して35日以内に、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。  

4～5 （略）  

6 厚生労働大臣は、第2項の裁決又は第3項の裁決をしようとするときは、あらか   

じめ、疾病・障害認定審査会の意見を聴かなければならない。  

感染症法第20条（入院）  

1 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、   

当該感染症の患者であって前条の規定により入院しているものに対し10日以内の   

期間を定めて特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関に入院   

し、又はその保護者に対し当該入院に係る患者を入院させるべきことを勧告するこ   

とができる。ただし、緊急その他やむを得ない理由があるときは、10日以内の期   

間を定めて、特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関以外の病   

院若しくは診療所であって当該都道府県知事が適当と認めるものに入院し、又は当   

該患者を入院させるべきことを勧告することができる。  

2 都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、   

10日以内の期間を定めて、当該勧告に係る患者を特定感染症指定医療機関又は第   

一種感染症指定医療機関（同項ただし書の規定による勧告に従わないときは、特定   

感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関以外の病院又は診療所であ   

って当該都道府県知事が適当と認めるもの）に入院させることができる。  

3 都道府県知事は、緊急その他やむを得ない理由があるときは、前2項の規定によ  
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り入院している患者を、前2項の規定により入院したときから起算して10日以内   

の期間を定めて、当該患者が入院している病院又は診療所以外の病院又は診療所で   

あって当該都道府県知事が適当と認めるものに入院させることができる。  

4～8 （略）  

○検疫法（昭和26年法律第201号）第16条の2第6項の規定による隔離の審査請   

求に係る審査  

検疫法第16条の2（審査請求の特例）  

1 第14条第1項第1号の規定により隔離されている看であって当該隔離の期間が   

30日を超えるもの又はその保護者は、当該隔離について文書又は口頭により、厚   

生労働大臣に審査請求（再審査請求を含む。次項及び第3項においても同じ。）を   

することができる。  

2 厚生労働大臣は、前項の審査請求があったときは、当該審査請求があった日から   

起算して5日以内に、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。  

3 第14条第1項第1号の規定により隔離されている看であって当該隔離の期間が   

30日を超えないもの又はその保護者が、行政不服審査法に基づき厚生労働大臣に   

審査請求をしたときは、厚生労働大臣は、当該審査請求に係る隔離されている者が   

同号の規定により隔離された日から起算して35日以内に、当該審査請求に対する   

裁決をしなければならない。  

4～5 （略）  

6 厚生労働大臣は、第2項の裁決又は第3項の裁決をしようとするときは、あらか   

じめ、疾病t障害認定審査会の意見を聴かなければならない。  

検疫法第14条（汚染し、又は汚染したおそれのある船舶等についての措置）   

検疫所長は、検疫感染症が流行している地域を発航し、又はその地域に寄航して来  

航した船舶等、航行中に検疫感染の患者又は死者があった船舶等、検疫感染症の患者  

若しくはその死体、又はペスト菌を保有し、若しくは保有しているおそれのあるねず  

み族が発見された船舶等、その他検疫感染症の病原体に汚染し、又は汚染したおそれ  

のある船舶等について、合理的に必要と判断される限度において、次に掲げる措置の  

全部又は一部をとることができる。   

一 第2条第1号に掲げる感染症の患者を隔離し、又は検疫官をして隔離させるこ  

と   

二～七 （略）  

一丁－   



2．予防接種法等に基づく認定を行う場合  

○予防接種法（昭和23年法律第68号）第11条第2項の規定による予防接種による   

健康被害認定の審査  

予防接種法第11条（予防接種による健康被害の救済に関する措置）  

1 市町村長は、当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種又は臨時の予防   

接種を受けた者が、疾病にかかり、障害の状態となり、又は死亡した場合において、   

当該疾病、障害又は死亡が当該予防接種を受けたことによるものであると厚生労働   

大臣が認定したときは、次条（給付の範囲）及び第13条（政令への委任等）第1   

項に定めるところにより、給付を行う。  

2 厚生労働大臣は、前項の認定を行うに当たっては、疾病・障害認定審査会の意見   

を聴かなければならない。  

予防接種法第12条（給付の範囲）  

1 一類疾病に係る定期の予防接種若しくは臨時の予防接種又は二類疾病に係る臨時   

の予防接種を受けたことによる疾病、障害又は死亡について行う前条第1項の規定   

による給付は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ当該各号に定める者に対し   

て行う。   

一 医療費及び医療手当 予防接種を受けたことによる疾病について医療を受ける  

者   

二 障害児養育年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態  

にある18歳未満の者を養育する者   

三 障害年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態にある  

18歳以上の者   

四 死亡一時金 予防接種を受けたことにより死亡した者の政令で定める遺族   

五 葬祭料 予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者  

2 二類疾病に係る定期の予防接種を受けたことによる疾病、障害又は死亡について   

行う前条第1項の規定による給付は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ当該   

各号に定める者に対して行う。   

－ 医療費及び医療手当 予防接種を受けたことによる疾病について政令で定める  

程度の医療を受ける者   

二 障害児養育年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態  

にある18歳未満の者を養育する者   

三 障害年金 予防接種を受けたことにより政令で定める程度の障害の状態にある  

18歳以上の者   

四 遺族年金又は遺族一時金 予防接種を受けたことより死亡した者の政令で定め  

る遺族   

五 葬祭料 予防接種を受けたことにより死亡した者の葬祭を行う者  

予防接種法第13条（政令への委任等）  
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1前条に定めるもののほか、給付の鎮、支給方法その他給付に関して必要な事項は、   

政令で定める。  

2 （略）  

○行政不服審査法第5条の規定による予防接種法（昭和23年法律第68号）第11条   

第2項の規定に基づく給付の不支給決定等に対する審査請求の再審査  

行政不服審査法第5条（審査についての審査請求）  

1 行政庁の処分についての審査請求は、次の場合にすることができる。   

一 処分庁に上級行政庁があるとき。ただし、処分庁が主任の大臣又は外局若しく  

はこれに置かれる庁の長であるときを除く。   

二 前号に該当しない場合であって、法律（条例に基づく処分については、条例を  

含む。）に審査請求をすることができる旨の定めがあるとき。  

2 前項の審査請求は、同項第1号の場合にあっては、法律（条例に基づく処分につ   

いては、条例を含む。）に特別の定めがある場合を除くほか処分庁の直近上級行政   

庁に同項第2号の場合にあっては、当該法律又は条例に定める行政庁に対してする   

ものとする。  

予防接種法第11条（予防接種による健康被害の救済に関する措置）  

1市町村長は、当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種又は臨時の予防   

接種を受けた者が、疾病にかかり、障害の状態となり、又は死亡した場合において、   

当該疾病、障害又は死亡が当該予防接種を受けたことによるものであると厚生労働   

大臣が認定したときは、次条（給付の範囲）及び第13条（政令への委任等）に定   

めるところにより、給付を行う。  

2 厚生労働大臣は、前項の認定を行うに当たっては、疾病・障害認定審査会の意見   

を聴かなければならない。  

⑬－   
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原子爆弾被爆者医療分科会の概要について  

健 康 局 総 務 課   

疾病・障害認定審査会原子爆弾被爆者医療分科会では、広島・長崎の医  

療の現場で活躍している医師を含む専門家からなる委員により、原爆症の認  

定審査について個別に科学的・客観的な判断が行われており、平成13年2  

月21日の第1回分科会から現在まで、ほぼ毎月にわたって計73回開催さ   

れている。   

原爆症の認定審査においては、個々人の被爆状況及び申請に係る疾病の  

状況について詳細に検討し、当該負傷又は疾病が、原子爆弾の放射線に起因  

したものであり、かつ、現に医療を要する状態であるかについての判断を行  

い、また、当該負傷又は疾病が原子爆弾の放射線に起因するものでないとき  

は、その治癒能力が原子爆弾の放射線の影響を受けているため現に医療を要  

する状態にあるかについての判断を行っている。   

平成13年5月25日に原因確率に基づく認定の考え方（「審査の方針」）  

を定め、これを公表し、認定審査の適正化を図っている。   

「審査の方針」は、原子爆弾被爆者に対する放射線の影響の科学的な推計  

方法として、原因確率という概念を新たに導入したものである。これは放射  

線影響研究所における12万人を対象とした疫学研究をはじめとした最新の  

知見をもとに、個々人の被曝線量、被爆時の年齢、性別、疾病の情報から、  

その疾病が原子爆弾の放射線にどれだけ影響を受けているかを推定算出する  

ものである。   

なお個々の審査に当たっては原因確率を機械的に適用するものではなく、  

個々人の既往歴、環境因子、生活歴等も総合的に勘案して、個々の疾病の状  

況に照らした判断を行っている。  

－1－   



原子爆弾被爆者医療分科会の活動実績  
（第1回～第73回）  

開催  
答申件数   

年月日  
備考   

第1回   H13．2．21   9件  ・分科会の運営について議論（公開）   

第2回   H13．3．28   33件  

第3回   H13．4．16   
0件  「原爆症認定に係る審査の方針」について議論  

（公開）   

第4回   H13．5．25   0件   
「原爆症認定に係る審査の方針」について議論  

（公開）   

第5回   H13．6．18   89件  ・審査の迅速化について議論（公開）   

第6回   H13．7．25   83件  

第了回   H13．8．20   56件  

第8回   H13．9．17   87件  

第9回  H13．10．22   88件  

第10回  H13．11．19   37件   
r原爆症認定に係る審査の方針」について議論  

（公開）   

第11回   H13．12．3   32件  

第12回   H14．1．30   了2件  

第13回   H14．1．31   54件  

第14回   H14．2．25   77件  

第15回   H14．3．18   50件  

第16回   H14．4．22   60件  

第17回   H14．5．20   70件  

第18回   H14．6．24   84件  

第19回   H14．了．22   83件  

第20回   H14．8．26   76件  

第21回   H14．9．19   68件  

第22回  H14．10．28   81件  

第23回  H14．11．25   80件  

第24回   H14，12．9   80件  

第25回   H15．1．20   82件  

第26回   H15．2．17   69件  

第2了回   H15．3．20   82件  

第28回   H15．4．21   65件  

第29回   ‖15．5．12   64件  

第30回   H15．6．9   76件  

第31回   H15．了．7   76件  

第32回   H15．8．18   57件  

第3：‡回   H15．9．8   33件  

第34回  ‖15．10．27   65件  

第35回  H15．11．17   56件  

第36回  H15．12．15   60件  

第3■7回   H16．1．19   74件  
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開催  

年月日   
答申件数   備考   

第38回   H16．2．16   71件  

第39回   H16．3．22   62件  

第40回   H16．4．19   64件  

第41回   H16．5．17   42件  

第42回   H16．6．14   41件  

第43回   H16．7．12   50件  

第44回   H16．8．30   43件  

第45回   H16．9．27   60件  

第46回  H16．10．25   61件  

第47回  H16．11．15   68件  

第48回   H16．12．6   57件  

第49回   H17．1．17   64件  

第50回   ＝17．2．14   83件  

■ 分科会長の選任及び分科会長代理の指名  
第51回   H17．4．18   21件        ・ 原爆症認定に関する東京高裁判決について報告  

（ともに公開）   

第52回   H17．5．16   63件  

第53回   H17．6．13   62件  

第54回   Hl了．7．11   69件  

第55回   H17．8．29   83件  

第56回   H17．10．3   75件  

第57回  H17．10．31   67件  

第58回  H17．11，21   77件  

第59回  H17．12．12   61件  

第60回   H18．1．16   79件  

第61回   H18．2．20   61件  

第62回   ‖18．3．20   70件  

第63回   H18．4．24   61件  

第64回   H18．5．22   29件  

第65回   H18．6．19   34件  

第66回   H18．7．24   20件  

第6フ回   H18．8．Zl   32件  

第68回   H18．9．25   48件  

第69回  H18．10．16   63件  

第70回  H18．11．20   68件  

「肝機能障害の放射線起因性に関する研究」報告書  

第71回  H18．12．18   21件  
及び肝機能障害に係る今後の取扱いについて議論  

（公開）   

第了2回   H19．1．29   46件  

第7：主回   H19．2．26  

合計  4，284件  
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原爆症認定に関する「審査の方針」について  

◎「原子爆弾被爆者医療分科会」が原爆症の認定に係る審査において、   
原爆放射線の起因性等の判断を行うに当たっての基本的な考え方を定めたもの  

（平成13年5月25日疾病・障害認定審査会原子爆弾被爆者医療分科会決定）  

申請された負傷又は疾病について、  

被曝した放射線量の推定  

l原爆放射線に起因するものか  ・精緻な線量推定方法（DS86）に基づき算出  
（残留放射能や放射線降下物も合わせて考慮）  

＿三三≡三‾‾   

・疾病の発生が、原爆放射線の影響を受けている  

蓋然性があると考えられる確率  
言膵剛犬腺機能冗進症lこ適用）  

・性別、被爆時年齢、被曝線量により疾病ごとに算出  

①被曝の状況から、被曝放射線量を推定  

②盈国産室及び盟値を目安として、  

原爆放射線起因性に係る  

有無を判断  

○原因確率が概ね50％以上の場合には   

一定の健康影響があると推定し、   
概ね10％未満である場合には   

当該可能性が低いものと推定  

○原因確率等を機械的に適用するものではなく、   
当該申請者の既往歴、環境因子、生活歴等も   
総合的に勘案して、個別に判断  

聞 値  

一定の被曝線量以上の放射線を被曝しなければ、  
疾病等が発生しない値 （放射線白内障に適用）  

【原因確率算出の例】  

◎14歳のとき、広島で爆心地から1．5km地点で被曝し、   
その後「大腸がん」に羅患した男性  

▽1，5km地点で被曝したことから、被曝放射線量は  
50cGy（センチク■レイ）と推定   

▽50cGyを、男性の大腸がんに関する原因確率表に  
当てはめると、被爆時年齢14歳の場合の原因確率  
は、30．0％と算出→総合的に検討し蓋然性あリ   

ll現に医療を要する状態にあるか  

【放射線起因性がある場合のみ判断】  

○当該疾病等の状況に基づき、個別に判断  
r ‾■ ‾ ‾■ ‾ ■‾ ‾ ‾■ ‾‘‾ ‾ ●‾ ‾ ‾t ‾ ‾  

…（認 定）室  
●＿＿ ＿●＿＿＿＿ ＿ ＿ ＿＿＿＿ ＿J  



疾病・障害認定審査会  
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身体障害認定分科会の概要について  

障害保健福祉部企画課   

身体障害認定分科会は、疾病・障害認定審査会令（平成12年政令287号）第5  

条の規定により、「身体障害者福祉法施行令（昭和25年政令第了8号）の規定により  

審査会の権限に属させられた事項を処理すること」とされている。   

同法施行令の規定は、都道府県、指定都市並びに中核市が身体障害者手帳の交  

付事務を行うにあたり、その中話者の状態が身体障害者福祉法別表に掲げる障害  

に該当するか否かについて疑いがある場合に、身体障害者福祉法施行令第5条第  

2項の規定に基づき、各都道府県知事より厚生労働大臣あてに認定を求めること  

ができるとされ、この求めがあった場合には、同条第3項の規定に基づき、厚生  

労働大臣は疾病障害認定審査会に諮問を行うこととされている。   

身体障害者手帳の交付事務は、平成12年度から各都道府県等が行う自治事務と  

されていることから、同法施行令に基づく都道府県知事から認定を求められる事  

例は少なく、平成13年度に3件、・平成15年度に1件の審議をいただいたところで  

ある。   

また．．自治体が手帳交付事務を行う際のガイドライン（技術的助言）である身  

体障害認定基準等の改正等についても、必要に応じて医学的・専門的見地から審  

議を行っている。  

（参考）  

身体障害者福祉法施行令（昭和25年政令第78号）（抄）  

（障害の認定）   

第五条 都道府県知事は、法第十五条第一項の申請があった場合において、  

その障害が法別表に掲げるものに該当しないと認めるには、地方社  

会福祉審議会に諮問しなければならない。  

2 都道府県知事は、前項の規定により地方社会福祉審議会が調査審  

議を行い、なおその障害が法別表に掲げるものに該当するか否かに  

ついて疑いがあるときは、厚生労働大臣に対し、その認定を求めな  

ければならない。  

3 厚生労働大臣は、前項の規定による認定を求められたときは、こ  

れを疾病・障害認定審査会に諮問するものとする。  

－1－   



害認定分科会の役割と活動について  身体   

○ これまでの審議状況  

開 催 日   答申等の状況   

第1回（H14．2．5）   答申：3件   

第2回（H14．11．12）   答申：なし 認定基準改正に係る検討   

第3回（H16．2．5）   答申：1件   

一2一   



身体障害者手帳の概要  

1 概 要  

身体障害者福祉法に規定する「身体障害者」とは、身体障害者福祉法別表  

に掲げる身体上の障害がある看であって、都道府県知事・指定都市市長・中  

核市市長から身体障害者手帳の交付を受けたものである。  

ここの身体障害者手帳は、本法の適用者たる身分の証明となる。  

2 交付対象者  

身体障害者福祉法別表に該当する「永続する」機能障害があるもの  

3 交付申請手続  

（D 「身体障害者手帳交付申請書」を居住地の福祉事務所長（福祉事務所を設  

置しない町村の場合は町村長）を経由して都道府県知事等に提出する。  

【添付書類】  

・都道府県知事の指定する医師が作成した「診断書・意見書」  

・本人の写真（縦4cmX横3cm 脱帽し上半身を写したもの）   

②15歳未満の者については保護者が代わって申請する。  

4 障害の種類及び程度   

① 障害の種類   

・視覚障害  

■聴覚又は平衡機能の障害   

・音声機能、言語機能又はそしやく機能の障害   

・肢体不自由   

・心臓、じん臓若しくは呼吸器の機能の障害   

・ぼうこう若しくは直腸若しくは小腸の機能障害   

・ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害  

身障法別表に規定  

身障法施行令  

第36条に規定  

② 障害の程度  

身体障害者福祉法施行規則別表第5号「身体障害者障害程度等級表」に基   

づき、障害の種類別に重度の側から概ね1級から6級の等級に区分される。  

（7級の障害は、1つのみでは法の対象とはならないが、7級の障害が2  

つ以上重複する場合又は7級の障害が6級以上の障害と重複する場合は、  

法の対象となる。）  

－3－   



身体障害者障害程度等級表（身体障害者福祉法施行規則別表第5号）  

l  】   

l  】  
味覚又は平衡機能の障害  肢 体 不 自 由  心臓．じん臓若しくは呼吸器又はぽうこう若しくは直腸若しくは小腸若しく ！はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害  

・  
級別   機能又は  乳幼児期以前の非進行性の  ヒト免疫不  

そしやく  下   肢   体  幹  脳病変による運動機能障琶   lb臓機能陣  
機能の陣  専   障害   障害   は直牌の磯  による免疫  
青  上肢機能  移動機能   能障害   機能障害  

両眼の視力（万国  1 両上肢の機能を  1 両下肢の機能を  体幹の機能障害  不随意運  不髄書道  心腐の機  じん巌の  呼吸器の  ぽうこう  小腸の機  ヒト免疫  
式試視力表によって  全廃したもの  全廃したもの  
測ったものをいい．  ことができないも  より上肢を使  より歩行が不  より自己の  により自己  により自己  機能の障害  より自己の  スによる免  
屈折異常のある者に  2両上肢を手関節   2両下肢を大腿の   用する日常生  可能なもの  身辺の日常  の身辺の日  の身辺の日  により自己  身辺の日常  疫の機能の  

1扱  以上で欠くもの  2分の1以上で欠  活動作がほと  生活活動が  常生活活動  常生活活動  の身辺の日  生活活動が  障害によリ  
視力について測った  くもの  んど不可能な  極度に制限  
ものをいう。以下同  もの  されるもの   
じ。）の和が0．01以下  の   の   限されるも  可能なもの   
のもの  の   

1 両眼の視力の和  両耳の聴力レベル  1 両上肢の機能の  1 両下肢の機能の  1 体幹の機能障  不随意運  不l随意運  ヒト免疫  
が0．0之以上0．0ヰ以  著しい障害  著しい障害  菩により坐位又  不全ウイル  
下のもの  ベル以上のもの（両  は起立位を保つ  スによる免  

耳全ろう）  2両上肢のすべて  痩の機能の  
2両眼の視罰がそ  の措を欠くもの  活動作が極度  障害により  

2級                                        れぞれⅧ度以内で  くもの  に制限される  日常生活が  
かつ両眼による視  3一上肢を上腕の  Z体幹の機能庫  極度に制限  
野について視能率  嘗により立ち上  されるもの   
による損失率が95  がることが困難  
パーセント以上の  なもの   
もの   

1 両眼の視力の和  両耳の聴力レベル  平衡機  音声機  1 両上肢のおや指  1 両下肢をショパ  体辟の機能障害   不随意運  不随意運  心臓の機  じん臓の  呼吸器の  ぼうこう  小腸の機  ヒト免疫  
が0．05以上0．08以  が90デシベル以上の  能の棲め  能．言語  及びひとさし指を  一関節以上で欠く により歩行が困難   動・失調等に  動・失調等に  能の障害に  機能の障害  機能の薄幸  又は直腸の  能の障害に  不全ウイル  
下のもの  もの（耳介に接しな  て著しい  機能又は  欠くもの  もの  なもの  より上肢を使  より歩行が家  より家庭内  により家庭  により家庭  機能の障害  より亨庭内  スによる免  

ければ大声話を理解  障害  そしやく  用する日常生  庭内での日常  での日常生  内での日常  内での日常  により素直  での日常生  疲の機能の  
2両眼の視野がそ  2両上肢のおや緒    2－下肢を大腿の  活動作が著し  生活活動に制  活活動が著  生活活動が  生活活動が  内での日常  活活動が著  障専によリ  
れぞれ10度以内で  失  及びひとさし措の  2分の1以上で欠  く制限される  限されるもの  しく制限さ  著しく制限  著しく制限  生活活動が  しく制限さ  日常生活が  
かつ両眼による視  機能を全廃したも  もの  れるもの  されるもの  されるもの  著しく制限  
野について視能事  の  されるもの   されるもの  
による損失辛が90  3一下肢の機能を  （社会での  
パーセント以上の  3一上肢の機能の  日常生活活  

3組  著しい障害  勤が著しく  
制限される  

4一上肢のすべて  ものを除  
の指を欠くもの  く。）  

5－上肢のすべて  

の指の機能を全廃  
したもの   



心臓．じん臓若しくは呼吸器又はぽうこう若しくは直腸若しくは小腸若しく  
はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害  肢   体   不   自   由  聴覚又は平衡機能の障害  音声機  

能，言語  

級別  視覚陣害   機能又は  ■乳幼児期以前の非進行性の  lヒト免疫不l  
臆舅‖障害  平衡機能  下   肢   体  幹  脳病変による運動機能障害  

障害  書   障害   障害   は直腸の機  による免疫  
害   上肢機能  移動機能   能障害   機能障眉  

1 両眼の視力の和  1 両耳の聴力レベ  音声機  1 両上肢のおや指  1 両下肢のすべて  不随意運  不随意運  心臓の機  じん臓の  呼吸器の  ぽうこう  小膿の機  ヒト免疫  
が0．09以上0．12以  ルが80デシベル以  能．音詩  を欠くもの   の指を欠くもの  動・失調等に  動・失調等に  能の障害に  機能の障害  機能の障害  又は直腸の  能の障害に  不全ウイル  

上のもの（耳介に  

Z両耳による普通  
話声の最良の話音  
明瞭度が別バーセ  

健偶の長さの10分  

さし指を含めて－  
上肢の三指を欠く  

7おや指又はひと  
さし指を含めて－  

2両眼による視野  
の2分の1以上が  

欠けているもの  
比して5センチ  

健仰の長さの15分  

の機能を全廃した  



心臓．じん腐若しくは呼吸器又はぽうこう若しくは直腸若しくは小腸若しく  
聴覚又は平衡機能の障害  はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害  

能．言語  
丑別  視覚障茅  機能又は  乳幼児期以前の非進行性の  ヒト免疫不 

そしやく  下   肢   体  幹  脳病変による運動機能障専   心農機絶障  
機能の陣  音   障害   障害   は直膿の機  による免疫  
専  上l技機能   移動機能  能障害   機能障害  

一眼の視力が0．02  1一上肢のおや指  不随意運  
以下．他嶋の視力が  の機能の著しい陣  動・失調等に  
0．6以下のもので．両  寄  くもの  よる上肢の機  
娘の視力の和が0，2  2ひとさし指を含  能の劣るもの   
を超えるもの   距離で発声された  めて一上肢のこ指  

会話語を理解し得  を欠くもの  育  
6級  ないもの  3ひとさし指を含  

めて一上肢の二指  
2一側耳の聴力レ  の機能を全廃した  

ベルが90デシベル  もの   
以上．他僻耳の聴  
カレベルが50デシ  
ベル以上のもの  

1一上肢の機能の  上肢に不随  
軽度の陣育  の指の機能の著し  

2一上肢の肩関  

意運動・失調 専を有するも の   
臥肘関節又は手  
関節のうち．いず  
れか一関節の機能  
の軽度の障害  肝．膝関節又は足  

3一上肢の手指の  
機能の軽度の障害  

7級  4ひとさし指を含  
めて一上肢の二指  
の機能の著しい陣  
青  5一下肢のすべて  

5一上肢のなか  
指．くすり指及び  
小指を欠くもの  

6一上肢のなか  
指．くすり指及び  

小指の機能を全廃  
したもの   の1以上短いもの  

1同一の等級についてこつの重複する障害がある場合は．一枚うえの級とする。ただし．二つの重複する障害が特に本表中に指定せられているものは．該当等級とする。  
2 肢体不自由においては，7故に該当する障害が2以上重複する場合は，6放とする。  
3 異なる等級について二つ以上の重複する障害がある場合については．障害の程度を勘案して当該等級より上位の等級とすることができる。  
4 「指を欠くもの」とは．おや指については指骨間関取 その他の指については第一指骨間関節以上を欠くものをいう。  

備考                      5 「指の機能陣書」とは．中辛指節関節以下の障害をいい，おや指については．対抗運動障害をも含むものとする。  
6 上肢又は下肢欠損の断端の長さは．実用韻（上腕においては腋寓より．大槌においては坐骨結節の高さより計測したもの）をもって計測したものをいう。  
7 下味の長さは．前腸骨蘇より内くるぶし下端までを計測したものをいう。  




